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抄録
目的 : 本研究の目的は，健康づくり事業における会員制ウォーキングシステム事業化のためのパートナーシップ形成プロセ
スを明らかにすることである．
方法 :M 市健康推進課の IC ウオーク事業（以下，本事業）担当保健師 2 名を対象とする半構造化インタビューおよび本事
業に関する記事を対象とした文書調査を行い，テキストデータの比較分析により，コードを抽出し，サブカテゴリー，カテ
ゴリーに分類した．得られたサブカテゴリーおよびカテゴリーを，その関連や時間的な経過を考慮して構造化し，パートナー
シップ形成プロセスを分析した．
結果 : テキストデータの分析から 18 のコードが得られ，9 のサブカテゴリー（「首長」「議会」「協議会」「自主グループ」「他
課予算」「助成金」「民間」「庁舎内連携」「庁舎外連携」）と 4 のカテゴリー（『政治的意思決定』『事業』『組織化』『予算化』）
が抽出された．カテゴリーの関係性は，構造化モデルとして示された．
結論:本研究では，自治体の健康づくり事業化のパートナーシップ形成プロセスが構造化された．構造化モデルは，パートナー
シップ形成に対する行政担当者自身の意識と行動の結果であることが示唆された．
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Ⅰ．緒言

身体活動は，様々な生活習慣病の予防に効果があると
同時に，精神的，社会的にも幅広い効用が期待されている
[1-5]．国内外の研究機関も，各種疾病予防や健康づくりの
観点から様々な身体活動を推奨している [6,7]．

しかし，厚生労働省の調査では，わが国の中高年者で 1
回 30 分以上の運動を週 2 回以上行っている者の割合は全
体の 27.9% に過ぎない [8]．また，定期的な運動の継続が
例えばがんなどの生活習慣病予防の方法として推奨されて
いることに対する認知度は 26% との報告もある [5]．した
がって，身体活動の疾病予防の効果について認知度を高め，
身体活動に対する態度に変化を促し，身体活動実施への動
機づけを高めるための工夫が必要である．近年では，ヘル
スコミュニケーションを活用した身体活動を推進すること
の利点が指摘されている [9]．ヘルスコミュニケーション
とは，健康に関する事柄について人々に情報を提供し，重
要な健康問題を公的な議題として維持していくための戦略
である [10]．蝦名は，理論に基づいた，効力の強いメッセー
ジを開発・伝達して，健康を公的な議題に取り上げ，対象
とする人がさらに詳しい情報を求めるようになるように刺
激し，知識や意識を高め，態度や行動を健康なものへと変
容し，それを生活の中で習慣づけるように促すことが重要
であると主張している [11]．

そこで，我々は身体活動実施への動機づけを高めるため
の工夫として会員制ウォーキングシステムを導入した M
市の IC ウオーク事業（以下，本事業）に注目し，本事業
が公的な議題に取り上げられる過程，すなわち事業化に至
るためのパートナーシップ形成プロセスを明らかにするこ
とを本研究の目的とした．米国立がん研究所の「ヘルスコ
ミュニケーション実践ガイド」では，ヘルスコミュニケー
ション戦略の手法として，メディアリテラシー，メディア
アドボカシー，パブリックリレーション，広告，エンター

テインメントエデュケーション，個人および集団への指導，
パートナーシップの形成が紹介されている [12]．この中で
パートナーシップは，健康成果の共有にむけて，複数の主
体が自主的な合意のもとに協働することを意味したヘルス
プロモーション戦略必須のプロセスでもある [10]．本事業
は，IC システムを用いることで人々の身体活動への動機
づけを支援する環境整備の具体策を示している．これを事
業化に至らせるためには，担当者が庁舎内外の多様な関係
者とパートナーシップを形成することが重要であった．し
かし，自治体における環境整備の工夫例については，すで
に事業化されたものの評価に関する研究は多い一方で，事
業化そのもののプロセスを明らかにしたものは少ない．当
該プロセスが明らかになれば，今後の自治体における環境
整備拡大が期待できるかもしれない．したがって，本研究
において自治体における健康づくりツールを事業化するプ
ロセスで形成される様々なパートナーシップを考察するこ
とは，公衆衛生活動上，大変意義があると思われるため，
本事業を対象事例として選定した．

Ⅱ．方法

1．ICウオーク
IC ウオークは，ウォーキングを始めるきっかけづくり

とウォーキングを継続する支援を目的としたウォーキング
システムであり，民間企業によって開発されたものである．
IC カードを持って専用のウォーキングコースを歩き，コー
ス上にあるチェックポイントに IC カードをかざすことで，
歩行距離，歩行時間，消費カロリー，自分の定めた目標の
達成率などをインターネット上のサイトで確認するもので
ある（図 1）．M 市の人口は約 13 万人，市民の平均年齢は
42 歳，65 歳以上の高齢者人口の割合は 17.7%（2009 年 2
月 1 日現在）である．健康日本 21 の M 市版を推進する一
環として 2008 年 4 月より本事業を開始しており，これま
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はインタビュー対象者である保健師2名から提供を受けた．
③分析方法

分析は，インタビュー記録者であった4名の専門家がノー
トに書き留めたテキストデータおよび記事から抽出された
テキストデータをもとに行った．まず，4 名の専門家のうち
主研究者 1 名（健康社会学の専門家）が文脈ごとに内容の
意味づけを行い，コード化した．コードの妥当性を高める
ため，その結果を残りの 3 名の専門家を含む全員で検討し，
コード化の内容について合意の得られた一覧を完成させた．
次に，コード間の比較を継続的に行いながら意味ごとに分
類し，抽象度を高めながらパートナーシップ形成に関連す
ると思われるカテゴリーを抽出した．これらのカテゴリー
は，その関連や時間的な経過を考慮してモデル図にした．

最終的にインタビュー内容をまとめたものは，2 名の
対象者に再度確認してもらうと同時に，今後の本事業へ
フィードバックするための材料とした．この手法は，地域
型肥満予防事業における連携体制を評価した研究 [13] でも
用いられており，ヘルスプロモーションに重要な参加型研
究の意義をなすものである．

3．倫理的配慮
あらかじめ担当課の課長に研究の目的と内容および担

当課より入手したデータは研究の目的以外には使用しない
ことを書面で伝えた後に，2 名のインタビュー対象者にも，
インタビュー開始前に，同書面に沿ってあらためて説明を
行い，参加の意思を口頭で確認した．なお，担当課および
インタビュー対象者が情報の秘匿を希望した場合は，その
部分の公表は行わないこととした．

Ⅲ．結果

表 1 にテキストデータから抽出したパートナーシップ
形成に関する分析結果を示す．4名の専門家の討議の結果，
18 のコードが得られ，9 のサブカテゴリー（「首長」「議会」

「協議会」「自主グループ」「他課予算」「助成金」「民間」「庁
舎内連携」「庁舎外連携」）と 4 のカテゴリー（『政治的意
思決定』『事業』『組織化』『予算化』）が抽出された．また，デー
タから明らかになったこれらのカテゴリーの関係性は，そ
の関連を健康づくり事業化のパートナーシップ形成プロセ
スに関する構造モデルとして図 2 のように示された．

でに，A コース約 1.4km（2008 年 6 月 22 日），B コース
2.5km（2009 年 3 月 14 日），C コース 1.8km（2009 年 3 月
14日）の3コースが開設されている．（2009年度内にDコー
ス約 2km，2010 年度内に E コース約 3.2km も設定され計
5 コースとなる予定である．）1 コース設置には，機械設置
料約 100 万円と年間ランニングコスト約 40 万円がかかる．
利用者にはカード作成代として 500 円の負担が生じるが，
毎月の利用料等のコストは生じない．

2．研究方法
①半構造化インタビュー

M 市健康推進課（以下，担当課）の本事業担当保健師
2 名を対象とする半構造化インタビューを実施し，本事業
開始の背景や実施にあたりどのようなパートナーシップ
を形成したか情報収集した．対象者である保健師 2 名は，
M 市健康推進課健康づくり係に所属し（2 名中 1 名は健
康づくり係長），本事業以外の健康づくり事業も担当する
ほか，M 市の健康増進計画策定，実施，評価に携わる等，
M 市の包括的な健康づくり事業を担っている．このこと
から対象保健師 2 名は，本事業の位置づけを把握したキー
インフォーマントであると思われ，本研究におけるインタ
ビューに対し適切な情報を提供してもらえると判断したこ
とから，本研究対象として選定した．インタビューの質問
として，まず業務事業評価の観点からパートナーシップ形
成プロセスを把握するために，本事業の位置づけについて
たずねた．次に，本事業の実施状況を確認し，実際に IC
ウオーク事業が実施されている部分について，庁舎内外の
連携体制と連携体制への参加者についてたずねた．インタ
ビューは，1 名のモデレーターのもと 4 名の記録者（健康
社会学，健康教育学，運動生理学，運動疫学の専門家）が
対象者の発言内容をノートに書き留める形式で，2009 年 6
月に 1 回実施した．所要時間は途中 15 分の休憩をはさみ
約 3 時間であった．インタビューは，日時を対象者と相談
の上決定し，対象者の勤務先の会議室で実施した．
② ICウオークに関する記事の文書調査

2008年6月から2009 年 5 月までに本事業に関する記事が
掲載された12誌16記事を調査し，パートナーシップ形成に
関する記述のあった14記事からテキストを抽出した．記事

図 1　ICウオークのイメージ

（http://bunka.misato-hall.com/ic/ic2.htm より引用）

表 1　 テキストデータから抽出されたパートナーシップ形成に
関するカテゴリーとコード

カテゴリー サブ　　　
カテゴリー コード テキスト※

政治的
意思決定

首長 先進的な取
り組みに賛
同する市長

「東日本初」に理解と関心を示した市長の合意．【イ
ンタビュー】
「移り変わりつつあるＭをよく見て，楽しんできて
ください」とのＺＭ市長のあいさつで士気が高ま
る．【地域新聞 2009 年 1月 9日記事】

東日本初 市によると，東日本では初の試みという．【朝日新
聞 2008 年 6月 24 日記事】

クラブニッポンによると，同社のシステムを使った
「IC ウオーク」は，06 年に神戸市で初の常設コー
スができた．現在，七つのコースがある神戸市に加
え，三重県熊野市にもコースが設けられた．Ｍ市は
3番目だという．【朝日新聞 2008年 6月 24日記事】



342 J．Natl．Inst．Public Health，60（4）：2011

助友裕子，河村洋子，柴田愛，石井香織，今井（武田）富士美，岡浩一朗

組織化 自主グ
ループ

一般公募市
民による健
康づくり自
主グループ

ウォーキングを取り入れた健康づくりを推進して
いくために，市民団体「健康づくりをすすめる会
in Ｍ」が発足された．同団体は 1年をかけて市内
を歩き，昨年度ウォーキングマップを完成した．に
おどり公園の ICウオークコースは，その 1コース
に当たる．【TRS情報 2009 年 1月号記事】

におどり公園のコースは，市民団体が作成した市内
のウォーキングマップのうちの 1コース．【カード
ウェーブ 2009 年 3月号記事】

予算化 他課予
算

他課予算に
よる設備投
資

ランニングコストは健康推進課内に予算があるが，
新規設置費用は未定であるので，他課（まちづくり
事業課やみどり公園課など）との連携が期待され
る．【インタビュー】

助成金 県の助成金
事業利用に
よる本事業
の運用

事業にかかる費用の 2分の 1はＳ県から補助．（補
助金については，Ａコースは協定書の締結をした
ことで経費が初年度ゼロとなり，ＢコースとＣコー
スについては，設置経費の 2分の 1 を（財）Ｓ県
市町村振興協会からの市町村振興事業助成金でま
かなった．平成 21 年度（観察期間終了後）につい
ては，ICウオークに限らず，健康日本 21 Ｍ市版全
体での事業として，Ｓ県から「Ｓ県ふるさと創造資
金」補助金を申請し，内示を受けた．これにより，
運用費用の2分の 1を補助されることになる．よっ
て平成 21 年度より，実質上Ｓ県から補助される事
業としての位置づけとなる．）【インタビュー】

民間 民間の土地
利用で社会
の理解獲得

すでに都市計画によって整備された公的な道路に
チェックポイントを設置することは難しかったた
め，公園や民間の土地にチェックポイントを設置し
たことから，結果として地域社会の理解や協力が得
られた．【インタビュー】

専用の IC カードを端末にかざすと，歩いた距離や
時間，消費カロリーなどのデータがインターネット
のサイトに送られる．情報端末を使ったスポーツ支
援を行うクラブニッポン（本社・東京都品川区）が
協力し，つくばエクスプレスのＭ中央駅前にあるに
おどり公園と，周辺の 1.4 キロのコースに端末 4台
を設置した．【朝日新聞 2008 年 6月 24 日記事】

専用コースは，つくばエクスプレスＭ中央駅前の
におどり公園から周辺の 1.4 キロ．公園内には，ス
タート・ゴール端末があり，周辺には3か所のチェッ
クポイントとなる IC 機器が設置されている．【東
武よみうり 2008 年 7月 7日記事】

現在，三郷中央駅前の，におどり公園と，周辺の歩
道を合わせた 1.4 キロのウォーキングコースに端末
4台が設置されている．【公明新聞 2008 年 7 月 15
日記事】

こうして作った市内 16 コースのうち，におどり公
園コースは，IC ウオークのコースとして生まれ変
わりました．【広報Ｍ 2008 年 8月号記事】

同市は，つくばエクスプレスＭ中央駅前のにおどり
公園周辺をめぐる約 1.4 キロのコースに 4台の端末
を設置した．【産経新聞 2008 年 9月 23 日記事】

「IC ウオーク」は，Ｍ中央駅前の「におどり公園」
と周辺約 1.4 キロに専用コースを設置．【埼玉新聞 
2008 年 12 月 24 日記事】

「すこやかＭ IC ウオーク」は，昨年 6月からＭ市
がスタートさせた事業で，TX Ｍ中央駅前にある，
におどり公園やその周辺約 1.4 キロに，専用コース
が設置された．【東武よみうり 2009年1月1日記事】

におどり公園の専用ウォーキングコースは，1.4 キ
ロメートル．3カ所のポイント機器は，文具店や米
屋などの敷地に設置されているが，「お願いに行っ
たところ，快諾してもらえました」とＭ市健康推進
課の保健師，Ｋさんは語る．【TSR 情報 2009 年 1
月号記事】

予算化 民間 民間の土地
利用で社会
の理解獲得

IC カード＝写真＝による歩行距離の累積記録やカ
ロリー消費量がインターネット専用サイトで一目
でわかる「すこやかＭ IC ウオーク事業」を展開し
ているＭ市健康推進課では，新たに市文化会館周辺
約 2.5 キロの「桜のトンネル早稲田コース」，県営
Ｍ公園内 1.8 キロの「Ｍ公園ファミリーコース」を
2コースを新設した．【東武よみうり 2009 年 3月 2
日記事】

昨年 6月に TX Ｍ中央駅周辺約 1.5 キロの「におど
り公園コース」に，端末機器を設置しスタートした．
【東武よみうり 2009 年 3月 2日記事】

民間の技術（再掲）民間の技術を柔軟に取り入れ，市民との協
働で創出したウォーキング事業の評判は上々だ．
【TSR情報 2009 年 1月号記事】

政治的
意思決定

首長 東日本初 市民の健康づくりをサポートするもので，東日本で
は初の取り組み．【公明新聞 2008年7月15日記事】

三郷市にこのシステムを提供するクラブニッポン
（東京都品川区）によると，端末を利用している自
治体は，ほかに神戸市，三重県熊野市．導入検討中
の自治体もあるという．【産経新聞 2008 年 9 月 23
日記事】

健康づくりをサポートする IC ウオーク事業が，東
日本で初めて平成 20 年 6 月からＭ中央駅前の，に
おどり公園と，その周辺 1.4 キロのウォーキング
コースで開始されました．【公明Ｍ 2009 年 1 月号
記事】

そして最終ポイント「におどり公園」では，関東初
という「ICウオーク」を体験．【地域新聞 2009 年
1月 9日記事】

神戸市などで実施，東日本ではＭ市だけ．【東武よ
みうり 2009 年 3月 2日記事】

議会 健康づくり
に支持的な
政党

2008年 6月のＡコースオープン後，そのようなコー
スを市内全域に拡充すべきと訴えてきたある政党
の動きから，12 月議会の補正予算でＢ，Ｃコース
開設が決定した．【インタビュー】

Ｐ党は一般質問で市内全域に拡充すべきと訴えて
きた結果，12 月議会の補正予算で早稲田公園，県
立Ｍ公園内のウォーキングコースにも今年度中に
設置される事が決定いたしました．【公明Ｍ 2009
年 1月号記事】

市民の要望 市民からの要望で，市の予算で今年度末までに北部
と南部に 1コースずつ ICウオークコースを作る計
画が上がっている．【TSR情報 2009年 1月号記事】

現在，1コースのみのため，市内南部地区や北部地
区のコース新設が要望されていた．来年度中には，
ピアラシティ付近約 2キロの「家族みんなでリフ
レッシュコース」，二郷半用水緑道付近約 4キロの
「桜並木と自然を残す川辺コース」も設定され計 5
コースとなる予定だ．【東武よみうり 2009 年 3 月
2日記事】

Ｍ市は南北に長いことからも，市民の声によって，
3月中旬に新しく南北に1つずつICウオーク用コー
スを設けることが決まっている．【カードウェーブ 
2009 年 3月号記事】

組織化 協議会 産・官・学・
民の協働で
ある協議会

利用者数の増加と共に稼働率を向上させるために，
企業，市民，行政の協働を意識した協議会スタイル
を取り入れることにし，2009 年 2 月 17 日に IC ウ
オーク推進委員会設立準備会が発足した．健康推進
課，財団法人Ｍ市文化振興公社，MHP（M Health 
Promotion；健康づくりをすすめる会 in Ｍ）が主体
となった同会が運営に携わる．（後にこの組織は実
行委員会となる．）【インタビュー】

民間の技術を柔軟に取り入れ，市民との協働で創出
したウォーキング事業の評判は上々だ．【TSR情報 
2009 年 1月号記事】

行政，市民，民間とのコラボレーションで，今
後，どんな展開を見せてくれるか楽しみな事業だ．
【TSR情報 2009 年 1月号記事】

市では，民，産，学，官の協働で取り組もうと，8
月を目標に「すこやかＭ IC ウオーク推進委員会」
を設置するための準備会も発足した．【東武よみう
り 2009 年 3月 2日記事】

同事業は，民・産・学・官の協働で取り組むことを
理想としている．その実現に向け「すこやかＭ IC
ウオーク推進委員会」を 8月に設置することを目
標としている．【東武朝日 2009 年 3月 27 日記事】

自主グ
ループ

一般公募市
民による健
康づくり自
主グループ

健康日本 21 のＭ市版策定メンバーのうち一般公募
市民が発足したMHP（M Health Promotion；健康
づくりをすすめる会 in Ｍ）が ICウオークコースを
含むウオーキングマップを作成し運動習慣の普及
を図っている．【インタビュー】

Ｍ市では，6月から「すこやかＭ IC ウオーク事業」
がスタートしました．その立ち上げに携わったの
が，「健康づくりを進める会 in Ｍ」会長のＴさんで
す．Ｔさんは平成 17 年の秋から市が進める健康増
進計画（すこやかＭ）の策定に，市民で構成される
委員の 1人として参画してきました．「計画を作っ
ても実践しなくては意味がない」と，官民協働で実
践できる項目を盛り込みました．また，民間側の協
力団体として平成 19 年 6 月に，「健康づくりをす
すめる会 in Ｍ」を結成．まずは市のウォーキング
コースマップづくりに取り組みました．実際にメン
バーで市内を歩いたり，飲食店を取材したりしたそ
うです．【広報Ｍ 2008 年 8月号記事】
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予算化 民間 民間の技術 ICウオークを導入した経緯について，「健康づくり
のためのウォーキング支援として，市ができること
は何だろうと考えました．目標設定や自己管理がで
き，24 時間，身近な場所で取り組める ICウオーク
は，民間が持っている技術でしたが，このやり方な
ら市民にもなじむと思いました」とＫさん．IC ウ
オークを提供するクラブニッポン（東京都品川区）
は，スリーデーマーチなどに参画し，ウォーキング
イベントのノウハウを持ち，イベント時には全面的
に協力してくれる．また，におどり公園の専用コー
スの設置は，同社から無償で提供を受けており，
市の持ち出しはゼロでスタートすることができた．
【TSR情報 2009 年 1月号記事】

民間による
投資

月額 300 円の利用料が必要だが，9月 30 日までは，
モニター期間として無料で体験できる．【東武よみ
うり 2008 年 7月 7日記事】

IC カード代は不要で，利用料は月 300 円．9月 30
日までは無料．【公明新聞 2008 年 7月 15 日記事】

9月末まで無料．10 月以降は月 300 円の利用料が
かかるが，市民以外の駅利用者も同額で利用でき
る．【産経新聞 2008 年 9月 23 日記事】

今年 3月 31 日まで，「すこやかＭ IC ウオーク」は
モニター期間として無料で実施されているが，4月
以降は一人月 300 円の利用料が必要になる．【TSR
情報 2009 年 1月号記事】

新たに登録されるかたはカード発行の際に 500 円
が必要となります．なお，毎月の参加費は無料にな
りました．【広報Ｍ 2009 年 2月号記事】

利用料は無料で，IC カード作成にかかる実費分と
して登録時にのみ 500 円が必要となる．【東武朝日 
2009 年 3月 27 日記事】

連携事業 庁舎内
連携

他課管轄事
業に本事業
も参加

みどり公園課主催による市内公園の「完成記念式
典およびイベント」で，先着 300 名を対象にイベ
ントカードを無料配布し，公園をコースに入れた
Ａコースの IC ウオーク体験を実施した．【インタ
ビュー】

ただし，利用者の年齢層は 60 代が中心で，自宅に
PCがなかったり抵抗がある人も多く，来年度か
らはインターネット接続端末のある数カ所の地区
センターで閲覧できるよう，支援していくという．
【カードウェーブ 2009 年 3月号記事】

他課主催事
業における
本 事 業 の
PR

まちづくり事業課による鉄道会社プラザでの都市
計画のPRに健康推進課職員が参加し，チラシ配布
やポスター掲示等による IC ウオークの PRを実施
した．【インタビュー】

同課他係の
事業参加者
が本事業に
参加

健康推進課母子保健係の事業には，本事業担当職員
が支援に加わることが多く，両親学級などの参加
者が IC ウオークを登録することがある．【インタ
ビュー】

庁舎外
連携

利用希望が
あれば本事
業として協
力

IC ウオークを利用したイベントであれば健康推進
課として協力．（2008 年 12 月 17 日には，NPO法
人Ｓ県ウオーキング協会主催の「第99回平日ウオー
ク　わが町再発見シリーズ」（参加者 171 名）への
協力で職員がチェックポイントの位置や ICカード
の使い方などの説明を行った．）【インタビュー】

Ｍ市は，今年六月にスタートさせた健康づくり事業
「すこやかＭ IC ウオーク」を，NPO法人Ｓ県ウォー
キング協会がこのほど行った「平日ウオーク・わが
町再発見シリーズ」の会場で市民にアピールした．
【埼玉新聞 2008 年 12 月 24 日記事】

におどり公園では，ウォーカーたちがＭ市職員から
チェックポイントの位置や ICカードの使い方の説
明を受け，思い思いに IC ウオークを初体験．体験
者数百十人のうち，29 人が新規登録した．【埼玉新
聞 2008 年 12 月 24 日記事】

Ｍ市は 12 月 17 日，NPO法人Ｓ県ウォーキング協
会が主催する「平日ウオーク・わが町再発見シリー
ズ」に参加して，「すこやかＭ IC ウオーク」のPR
活動を行った．【東武よみうり 2009年1月1日記事】

利用希望が
あれば本事
業として協
力

コースが設置されているにおどり公園では，参加者
たちがＭ市職員からチェックポイントの位置や IC
（情報集積回路）カードの使い方などの説明を受け，
110 人 IC ウオークを体験．そのうち 29 人が新規
登録した．【東武よみうり 2009 年 1月 1日記事】

「第九十九回平日ウォーク　わが町再発見シリーズ
②（Ｍ市）」（NPO法人Ｓ県ウォーキング協会主催
　Ｍ市健康推進課協力）が昨年末の十二月十七日に
行われた．【地域新聞 2009 年 1月 9日記事】

連携事業 庁舎外
連携

企業による
本事業の協
賛

イベントには，鉄道会社，飲料メーカー 2社が協
賛団体として参加．【インタビュー】

イベント参加者には記念品を差し上げます．【広報
Ｍ 2009 年 2月号記事】

別サービス
とのリンク

市健康推進課のＫ・健康づくり係長は「今後は，例
えば歩いた距離に応じてポイントを出し，ポイント
を緑化や福祉車両購入などの社会還元に使えるよ
うなことも考えたい」．【朝日新聞 2008 年 6 月 24
日記事】

「それを高いと感じる人もいます．例えば，企業の
社会貢献活動とリンクさせ，IC カードの登録料を
協賛してもらったり，一人ひとりの歩いた距離に応
じて植樹が行われるなど環境に配慮した取り組み
をマッチングさせたり，市民の負担を少なくして楽
しく実施できる方法を模索しているところです」と
Ｋさん．【TSR情報 2009 年 1月号記事】

市健康推進課では「登録者を来年度には 1000 人達
成したい．IC ウオーク参加者が増えるよう，歩行
距離ごとにポイントがたまり，各種サービスが受け
られる特典なども検討していきたい」という．【東
武よみうり 2009 年 3月 2日記事】

コース増設後の 09 年 3 月 14 日からは，当然カー
ドは共通して利用でき，さらに歩いた距離に応じて
ポイントが貯まる仕組みも考案している．【カード
ウェーブ 2009 年 3月号記事】

人気スポッ
ト活用によ
るコミュニ
ティの再生

ウオーキングマップは子連れで人気のあるみかん
狩り園で「ウオーキング＆みかん狩り」というイベ
ントにて配布．【インタビュー】

今後も市と一緒に「IC ウオークのコースを南部や
北部にも増やしたい．また，ウォーキングとみかん
狩りをセットにした企画や，会の広報誌づくりにも
チャレンジしていきたい」と抱負を語ってくれまし
た．【広報Ｍ 2008 年 8月号記事】

つくばEXの開通を機に，Ｍ市では地域振興を目指
しており，「ICウオークを広げることで，健康づく
りが盛んな街として特色を出していきたい」とＭ市
役所・市民生活部　健康推進課　健康づくり係のＫ
氏は話している．その一方，「同じ顔が同じような
時間に並ぶので，よく立ち話をしているのを見かけ
ます．端末の設置に協力いただいている商店も，歩
いている方に会釈をしたりと，住民のコミュニケー
ションの場になってきているようです」（Ｋ氏）と
いうように，地域コミュニティの再生という思いが
けない効果も現われているようだ．さらには，人の
流れが生まれることで，防犯の観点から歓迎の声も
あるという．【カードウェーブ 2009 年 3月号記事】

※　インタビュー，記事のいずれかによる

図 2　健康づくり事業のパートナーシップ形成プロセス
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Ⅳ．考察

本研究では，IC ウオークが自治体において事業化され
るためのパートナーシップ形成プロセスの構造化を試み
た．インタビューにおいて本事業の担当者である保健師が，
これまでの本事業実施プロセスを語る中で，自らがパート
ナーシップ形成を意識していたことが明確であった．自治
体の健康づくり事業におけるパートナーシップ形成プロセ
スには，行政担当者自身の努力が必須であるといえよう．
したがって，本研究から得られる知見は，自治体の健康づ
くり事業担当者が今後環境整備の工夫例を事業化する際の
パートナーシップ形成に役立てられることが期待される．
以下では，抽出されたカテゴリーを『　』，サブカテゴリー
を「　」，コードを‘　’付き表記の上で考察を論じる．

本研究では，インタビューデータの分析から『政治的
意思決定』『組織化』『予算化』『事業』といった 4 つのカ
テゴリーが抽出された．図 2 でも示したようにこの流れ
は，自治体におけるあらゆる分野の事業の流れであると同
時に，本事業がヘルスプロモーション活動を推進するため
の要素を兼ね備えたプロセスであったことを再確認するも
のである．本研究結果は，これまでの自治体健康づくり公
務において暗黙知とされてきた政策プロセスに客観性を付
与し，行政担当者が政策プロセスの諸段階におけるパー
トナーシップ形成を図るための一助になると考えられる．
Kickbusch[14] によると，首長や議会の『政治的意思決定』
の過程こそがヘルスプロモーションの究極の目標とされて
いる．本研究で構造化されたモデルは，パートナーシップ
形成プロセスの開始段階に『政治的意思決定』を示してお
り，Kickbusch の見解と極めて類似していた．自治体で事
業を実施する上で『政治的意思決定』を通過することは当
然のプロセスであると同時に，市民が健康情報に触れる機
会を増大させることが市民権の拡大につながり，その後押
しをする役割が政治にあると言われる [15]．本研究結果は，
パートナーシップ形成プロセスを通じて，事業開始時にお
ける『政治的意思決定』の重要性を提示したものと考えら
れる．

本研究結果が『政治的意思決定』を起点としたトップダ
ウン式プロセスを提示した一方で，パートナーシップ形成
プロセスにかかる諸要因（サブカテゴリー）は多方向的で
あった．特に，サブカテゴリー間の関連において『組織化』
から『政治的意思決定』，『事業』から『予算化』へのボト
ムアップ式プロセスが見出された．

まず本事業は，M 市健康増進計画を推進する主要な事
業であり，事業の遂行を通して市民をはじめとする関係者
が健康なまちづくりに積極的に関与していた．ヘルシーシ
ティを発展させるには，活動開始，組織化，活動方法と
いった 3 つの段階が必要であると言われ [16] ，本研究で
得られたモデルは，概ねこの段階を支持したものと考えら
れる．中でも『組織化』は事業を発展させる要の部分であ
る．本事業では，IC ウオーク推進委員会設立準備会（「協
議会」）を設置し，産・官・学・民が連携することで運営

形態に幅を持たせ（行政だけでは規制がかかることもある
ため）利用促進を図ろうとしていた．この中で，「自主グルー
プ」である市民組織 MHP（M Health Promotion; 健康づ
くりをすすめる会 inM）は，行政事業協力型保健ボランティ
ア活動 [17] の一種であり，5 つのヘルスプロモーション活
動の柱のひとつである地域活動の強化を促す組織と考えら
れる．奥野 [17] は，保健ボランティア活動担当のスタッフ
が，事務局の役割を果たすとともにボランティア活動の特
徴に合わせて自発性を活かす自律的な小集団活動をサポー
トすることが重要であると報告している．本事例において
も，図 2 に示すようにそのような「自主グループ」が「協
議会」に関与したり，市民の声の発信元として「議会」に
働きかけたりする等，行政の立場にある対象者が心強い
パートナーとして「自主グループ」を捉えていたことが奥
野の知見を支持していた．同時に，本事例では，「協議会」
が産・官・学・民の連携により設置されたことで，「民間」
の理解が得られる等『予算化』の面でも影響していること
が推察された．

もうひとつのボトムアップ式プロセスで特徴的だった
のは，庁舎内 - いわゆる身内 - のパートナーシップが，「他
課予算」と「庁舎内連携」の相互作用を生じさせていた点
である．Germann ら [18] は，コミュニティとのパートナー
シップを形成する際に健康部門は庁舎内に問題を抱えがち
であることを指摘している．本研究において，‘同課他係
の事業参加者が本事業に参加’というコードが得られたこ
とは，スタッフ間に本事業を普及させようとする共通認識
が生じたこと，つまりパートナーシップ形成の一側面が表
出したものと推察された．加えて，従来の自治体における
ウォーキング事業は，物理的，人的資源に左右されない評
価方法が検討されてきたため，担当課内で解決するものが
多かった．しかし，成果に限らず企画や基盤整備といった
プロセスを評価する必要性の高まりから [19]，地域や近隣
自治体との連携事例が散見されるようになり，また庁舎内
では，介護健康課や社会教育課との連携事業プロセスを明
らかにした事例が報告されている [20]．「庁舎内連携」は，
健康部門を超えたヘルスプロモーションのプロセス，すな
わち調停（mediate）を意味する．市町村の場合，健康部
門が交流の多い部門は，社会福祉，教育文化，民生公安で
あるとの報告もある [21]．これに対し，IC ウオークはコー
ス設計をする時点で建設部門とのパートナーシップ形成が
必要であり，河川の多い M 市の地形からは上下水道部門
とのパートナーシップも形成されていた．このことから，
本研究では自治体特性に応じた部門間連携の可能性を示す
と同時に，庁舎内外の連携を視野に入れた事業遂行が『予
算化』をさらに促進し持続的な事業を支えているという現
実を示唆したといえる．2005 年に開催された第 6 回ヘル
スプロモーション国際会議において採択されたバンコク憲
章でも，投資という新たなプロセスが提唱された．本事業
で健康推進課が獲得できる予算は，通常ランニングコスト
などのソフト事業にかかるものに限られ，端末機械設置の
ようなハード系（いわゆる箱モノ事業）は難しいことが当
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らかとなった．2008 年 4 月～ 2009 年 3 月の入会者数は，
コースオープン月に顕著に増加しており，本事業が何も行
われていない月には非常に少なかった．このことから，コー
スオープンに照準を定めたパートナーシップ形成が本事業
の主体的な普及方法であったと考えられるが，パートナー
シップ形成により本事業が成功したというエビデンスは得
られていない．本事業に限らず，本研究で明らかになった
パートナーシップ形成プロセスは，他の健康づくり事業に
も有効であるかどうかを明らかにする必要がある．本事業
の抱える最終的な課題は，日常的な場面で IC ウオークを
定期的に利用することのできる環境づくりである．そのた
めに，入会者数を増加させ稼働率を上げるために，例えば，
ターゲットを絞り，適切なメッセージを開発し，発信する
といったヘルスコミュニケーション戦略を練ることが今後
の課題である．そのためには，IC ウオークを活用したこ
とによる入会者のウォーキング実施状況の変化や，入会者
の感想や意見などの検討が必要であると考えられる．しか
しながら，現時点で IC ウオークの利用自治体は少ないこ
とから，IC ウオークの実用性および有用性の検討も必要
であると考える．
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